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1. 概要 

 

1-1. 研究開発および計画の概要 

 本研究開発プロジェクトは、営農型太陽光発電とスマート農業機器・技術をくみあわせて、経営

的にもエネルギー的にも自立した農業地域を成立させ、人口減少社会においても日本の食糧生産の

持続可能性を確保するとともに、農業地域の脱炭素を実現しようとするものである。 

実現を目指すべき姿は、①自動操縦農機をはじめとする最新型のスマート電動農機を、営農型太

陽光発電（ソーラーシェアリング）によって動かす「脱炭素スマート農地」が全国に広がっているこ

と。②若手の新規就農者の参入によって農業従事者数が増加するとともに、従事者の平均年齢の引

き下げも図られていること。③現状よりも、人口減少・高齢化が進行しても、農地面積が維持され、

農業生産能力が低下していないこと。④脱炭素スマート農地が環境上も系統連系上も問題を発生さ

せずに社会的に受け入れられ、ESG投資の対象となって資金も集まるようになっている、というもの

である。 

この目標に向けて、露地野菜を作付けする大木戸アグリエナジー1 号機（1ha）など千葉エコ・エ

ネルギー社が保有するソーラーシェアリング設備（千葉市緑区大木戸町）と、2024 年 1 月に設置し

た水稲を作付けする新規営農型太陽光発電設備（千葉市若葉区下田町）において各種実証を実施す

るとともに、全国農業委員会調査、農業法人調査などをつうじて課題と原単位の把握を行った。 

 

1-2. 成果の概要 

営農型太陽光発電のパネル下とパネル外での収量等の比較実験を行った結果、営農型太陽光発電

下での営農のノウハウを集めることができた。とくに水稲においては生育後期の気象条件に影響さ

れる「1 穂籾数」「玄米千粒重」はパネル下の方が良い成績になることが確認された。これは、営農

型太陽光発電が温暖化の適応策になる可能性を示唆するものである。 

千葉大学生に営農型太陽光発電設備における実習・インターンシップを体験させるなどのインタ

ーンシッププログラムも実施し、学生の中から営農型太陽光発電関係に進路を定めたものも現れて

きた。 

 脱炭素スマート農地の経済性シミュレーションも実施し、環境価値販売単価が将来にわたって上

昇するとともに、米価が比較的高値で安定することを前提とした場合、補助金なしでも投資回数年

数が 13 年程度になることが示された。半額補助が適用されると 7年未満となる。このようなシミュ

レーションが地域別に行えるシミュレーターも開発したところである。 

 環境価値の販売モデルを構築すべく、千葉大学がバーチャルＰＰＡ（電力調達契約）によって、下

田町の営農型太陽光発電設備の電気の環境価値を期間限定（2025 年 6月-8月）で購入した。これは、

国立大学法人としてはじめてのバーチャルＰＰＡによる環境価値の購入であった。 

全国展開するために「脱炭素スマート農地研究会」を 2024 年 1月に設立し、研究会をつうじた情

報提供を行ってきた。2025 年度中にこの研究会を一般社団法人化し、情報提供・相談業務を実施す

るとともに、脱炭素スマート農地の認証事業を開始することとしている。 
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2. 目的・目標の達成状況  

2-1. 研究開発スケジュール 

 

 

2-2. 実施項目毎の成果 

 

(1) ソーラーシェアリング農地へのスマート農機の導入 

 営農型太陽光発電設備の下において、以下のスマート農機の導入を図った。 

①GPS衛星信号受信による直線アシストトラクターの試験運転 

 本プロジェクトでは、GPS 衛星信号を受信してまっすぐ走行す

るトラクターの試験運転を繰り返し実施した。2023 年 12 月 20

日の実証では、遮光率 50%の大木戸のソーラーシェアリング設備

の端から 3-4m離れた場所より、設備下の方向に自動操舵で直線

走行させようと試みたところ、設備下にはいったところで 3ｍ以

上ずれた位置を示し、10m程度入ったところで自動運転機能が強

制的に解除され、自動操舵システムでの走行が不能となった。 

この時に使⽤した外付け自動操舵システムは 2 点で GPS 衛星電波を受信するものであったが、これを

バージョンアップし 3 点から受信することが可能とした。2025 年 1 月 15 日に大木戸サイトにおいて、1

月 28日に下田サイトにおいて、千葉エコ・エネルギー株式会社保有のトラクターに外付けするかたちで

自動操舵システムを運用した。まず、遮光率 48％の大木戸アグリエナジー１号機においてパネル外から

パネル下の真ん中あたりまでの約 45m の直進走行を 4 回試みた。初回の試行では目標とする位置まで自

動操舵で完走したが、のこり 3 回の試行では、走行途中で衛星からの位置情報を受信できず自動操舵で

の走行が困難となった。また、遮光率 32％の千葉大木戸営農型太陽光発電所において、パネル外からパ

ネル下を抜ける形で 26mの直線走行を 4回試みた。4回とも自動操舵で完走したものの、規格外のずれが

発生した。また、4 回とも走行途中での電波途絶により途中で停止した（復帰はできた）。さらに、遮光

研究開発項目

初年度

（2022年10月～2023年3

月）

2年度

（2023年4月から2024年3月）

3年度

（2024年4月～2025年3月）

最終年度

（2025年4月～

2026年3月）

A　ソーラーシェアリング農地へのスマート農機の導入

中項目Ａ－１

スマート農機の選定

中項目Ａ－２

スマート農機に対応するためのソーラーシェアリング設

備の改良

B　ソーラーシェアリング農地での農作物の育成

中項目Ｂ－１

ソーラーシェアリング農地での農作物生育効果測定

中項目Ｂ－２

学生による実習効果測定

Ｃ　脱炭素スマート農地の普及可能性の検討

中項目Ｃ－１

脱炭素スマート農地経営成立の境界条件の把握

中項目Ｃ－２

脱炭素スマート農地の適地可能性の検討

スマート農

機の選定

スマート農機に

応じた改良設計

スマート農機に

応じた改良施工

学生実習プロ

グラムの設計
学生実習

の実施

実験農場の運

営・効果測定

報
告
書
の
作
成
・
ア
ウ
ト
リ
ー
チ

境界条件の把

握・試算

年次報告書

サイトビジット

年次報告書 年次報告書 終了報告書

千葉市営農型太陽光発電モデル事業検討協議会での情報提供など



 

3 

 

率 27％の千葉市若葉区下田営農型太陽光発電設備では、6回にわたり約 45mの直線走行を試みた。6回と

もに、設備下で衛星信号の受信ができなくなり、自動操舵システムが停止することとなった。 

このため、現段階では、ソーラーシェアリング設備下における衛星信号受信による自動操舵システムは

実用段階に達していないと判断せざるを得ない結果となった。 

 

②電動トラクターの試験運転 

 協力事業者であるヤンマーアグリが開発中の電動トラクターの

試験機を、2024 年 11 月 27 日に、大木戸町の営農型太陽光発電所

で運転した。この試験機は、運転席が設けられておらず、大型の蓄

電池の後部にアタッチメントを付ける形のものである。運転はリモ

コンで行う形のもので、千葉大学園芸学部の実習生も動かすことが

できた。非常に静穏で、自動運転が実現できれば、昼間の太陽光で作った電気で、夜間に自動で耕耘する

といった未来も実感できるものであった。作業音については、脱炭素スマート農地プロジェクトの

Facebookサイトに掲載してある。https://www.facebook.com/profile.php?id=61553679609584 

 

③水田の除草を自動で行うアイガモロボットの試験運転 

 2025 年 6 月 13 日に脱炭素スマート農地研究会会員でもある小田原かなごてファーム 7 号機において、

雑草抑制のためのアイガモロボットの自動運転試験を実施した。有機農法を採用しているかなごてファ

ームにおいて試験することとしたものである。従来は、右のように化石燃料を用いた除草機で雑草抑制

をしていたところ、左のように営農型太陽光発電の電気で充電する自動運転機械を用いると、音も静か

で労力も削減されることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④苗列を感知することによる自動運転除草機の試験運転 

https://www.facebook.com/profile.php?id=61553679609584
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GPS 衛星信号を受信する方法ではない形で自動運転ができるかどうかを確認するため、2025 年 9 月 10

日に大木戸町の営農型太陽光発電所（遮光率約 50％）において、農研機構が開発した除草ロボットの自

動運転試験を実施した。このロボットは､苗の列を自動判別して動くものである。営農型太陽光発電の光

と影のコントラストか自動判別に影響しないことが確認できた。 

 

⑤気象ファーモ・水田ファーモの導入による各種生育条件の測定 

 大木戸町と下田町の圃場において、気象ファーモ・水田ファーモを導入して各種気象条件測定を実施

した。その結果の一部は、次項で紹介している。日射量、気温、湿度、土中水分量などの項目を測定する

ことによって、営農型太陽光発電設備下では、土中水分量が高くなることなど、営農型太陽光発電下での

営農のためのノウハウ検討に必要なデータが入手できている。 

 

(2)ソーラーシェアリング農地での農作物の育成 

① 米への影響 

 稲作営農型太陽光発電設備（千葉市若葉区下田町所在、遮光率 27％、パネル高さ 4m、ふさのもちを作

付け、密度 16.7本/ｍ2）における収穫量調査（2024、2025、設備内 6地点、設備外 4地点を比較）では、

太陽光発電設備下において、２年間ともに「穂数」は有意に減少したものの、「1 穂籾数」「玄米千粒重」

は有意に増加する結果となった。「1穂籾数」「玄米千粒重」は、稲の生育後期の気象条件に左右される項

目であり、営農型太陽光発電設備には、近年の酷暑を避ける効果があるのではないかと考えられる。その

結果、収穫量は、2024年度は統計上有意なほど減少せず、2025年度は 2

割減少することになった。なお、設備下で収穫された米の方が、稲の背

丈が高くなるとともに、タンパク質含有量が多くなる結果となった（タ

ンパク質含有量が多くなると味が悪くなるが、栽培基準は下回ってい

た）。倒伏に強い品種を選定すること、設備下の収穫日は設備外よりも 5

日程度遅らせる（収穫日を遅らせれば、登熟が進み、タンパク質含有量

を抑えられる）ことなどの工夫が必要であることが示唆された。 
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なお、下田地区の水田では、太陽光発電設備下の日平均気温が、平均 0.2℃、日最高気温が 0.7℃、日

平均水温が 0.9℃、日最高水温が２℃低下した。 

② 大豆への影響 

 大豆（ふくゆたか）については、遮光率 33％の営農型太陽光発電設備（千葉県千葉市緑区大木戸町所

在）において、パネル内外で比較した。その結果、2024年度、2025年度ともにパネル下の収量が 3割減

少する結果となった。ただ、パネル下であっても、千葉県の 2023年産大豆収量平均 94kg/10aは、いずれ

の年も上回っていた（2024年 202.2kg/10a、2025年 233.2kg/10a）。2024年度の調査結果によって、大豆

の収量に及ぼす構成要素のうち分枝数が減少したことが、収量減につながったことがわかったため、2025

年度調査では、摘心することによって分枝数を増やすことを試みた。その結果、摘心しても分枝数は増え

なかったが、主茎の長さが抑えられた。摘心は、大豆で問題になる倒伏防止策として機能することが判明

し、倒伏で収量が下がる営農型太陽光発電圃場では効果が期待されることがわかった。 

 

2024年度 

いずれも丸山紀子「今年度の営農型太陽光発電に

おける収穫量調査の速報」脱炭素スマート農地研

究会会員向けセミナー2025 年 12 月 5 日より。次

項の気温の図、大豆に関する図も丸山作成 
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③ 作業環境への影響 

営農型太陽光発電設備の遮光率が異なる８地点において、10 分ごとに高さ 120 ㎝で気温・湿度・WBGT

（熱中症の危険度を示す指標）を測定した。 

WBGT（暑さ指数）は、31 以上が「危険」、28 以上 31 未満は「厳重警戒」、25 以上 28 未満は「警戒」、

25 未満は「注意」となっている。測定の結果、遮光率の高さと WBGTの値に相関関係があり、営農型太陽

光発電設備下は、完全な露地圃場より作業しやすい環境であること、ただし、8 月の WBGT の値が遮光率

に関わらず高いので夏季の作業には注意が必要であることがわかった。 

2025 年 8 月 

 

2025 年 9 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 学生による実習の実施 

 千葉大学園芸学部緑地環境学科環境健康学プログラム 2 年生向けの実習の一部とし、2023 年度から

2025 年度までの 3 カ年にわたって、各 3 日間のプログラムを作成して実施した。いずれも営農型太陽光

発電設備を見学してもらった後に、営農型太陽光発電の将来と、若者の新規就農についての意見をディ

スカッションする形ですすめた。スマート農機の体験を行った年（2023、2024）、Raspberry Piをつかっ

測定日は、2025年 8月 18，

20，28 日、9 月 8，10，16，

22，26 日で、8 地点の遮光

率は以下のとおりです。

No1,2：48.5%（千葉市大木

戸アグリエナジー1 号機） 

No.3，4：32.5%（千葉大木

戸営農型太陽光発電所） 

No.5，6：28.3%（千葉市大

木戸アグリエナジー2 号

機） No.7，8：0%（隣接

の露地圃場） 

野田勝二「営農型太陽光発

電下での作業環境測定結

果の速報」脱炭素スマート

農地研究会会員向けセミ

ナー2025年 12月 5日より 
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た遠隔監視プログラムを作成した年（2025）があった。学生でもスマート農機を運用可能であることが確

認された。また、学生が新規就農する際には、農業法人に就職して、法人内でトレーニングをうける形が

よいという声も得られた。 

 

(3)脱炭素スマート農地の普及可能性の検討 

① バーチャルＰＰＡ販売モデルの構築 

 下田町の営農型太陽光発電設備（設備保有者ＴＮクロ

ス）の発電電力を、(株)クリーンエナジーコネクトが電

気と環境価値を分離し、環境価値を、国立大学法人千葉

大学が購入するというスキームを実現した。これは、2025

年 5月 31日から 8月 31日までの期間限定で実施した。   (出典) 千葉大学広報資料 

② 脱炭素スマート水田の経済性シミュレーション 

営農型太陽光発電と非化石燃料農機を備えた水田の経済性シミュレーション結果は、表のとおりである。

10 アール、2 ヘクタール、20 ヘクタールの農地について、現状の軽油・灯油・購入電気による米作りか

ら、営農型太陽光発電・各種電動・燃料電池農機を導入する米作りに転換するときの経済性をシミュレー

ションした。 

経済性シミュレーションの各種前提 

・営農型太陽光発電の前提：売電単価；15 円/kWh 環境価値単価：2026 年～2030 年は 1 円/kWh、2031-2035

年は 2 円/kWh、2036-2040 年は 3 円/kWh、2041-2045 年は 4 円/kW 経年劣化率：0.5% 太陽光設備の設備

利用率：14％ 営農型太陽光発電の遮光率：30％ 営農型太陽光発電設備の廃棄費用積立金：1.33 円/kWh、

営農型太陽光発電の両脇２mを重機転回用として確保（その部分にも作付け）、営農型太陽光発電のパネル

高さ 4m（重機が入れる高さ） 太陽光パネル面積あたり設備容量 220W/m2 

・米作りの前提：従来の米販売単価 15000 円／60kg（直近の価格高騰前）、転換後の米販売単価 25000 円

/60kg（脱炭素スマート農地産であることのプレミア付き）、米の平均収量：515g/m2、営農型太陽光発電の

施設下の減収率：20％ 

・脱炭素農機の前提：10a は、電動草刈機、電動小型管理機（歩行型耕運機）、ポータブル蓄電池を導入。

大型農機については、作業委託。2ha は、25 馬力の電動トラクター1 台、４条植え電動田植え機１台、電動

草刈機 2 台、ヒートポンプ式電気乾燥機 1 台、蓄電池を導入。20ha は、基幹水素トラクター1 台、25 馬力

の電動トラクター数台、４条植え電動田植え機数台、水電解装置とエネルギーマネジメントシステム、大

型電気乾燥施設、電動ドローン数台、蓄電池を導入。 

経済性シミュレーションの結果 

項目 10a (1,000 ㎡) 2ha (20,000 ㎡) 20ha (200,000 ㎡) 

太陽光容量 約 53 kW 約 1056 kW 約 10,560 kW 

太陽光投資（補助金あり自己負担） 660 万円 13,200 万円 132,000 万円 

農機・蓄電投資（補助金あり自己負担） 20 万円 1,300 万円 9,000 万円 

初期投資合計（補助金あり） 680 万円 14,500 万円 141,000 万円 

年間売電・環境価値（平均） 110 万円 2,198 万円 21,980 万円 

年間米販売（2.5 万円/60kg） 17.9 万円 358 万円 3,580 万円 

年間支出（廃棄積立・維持費） ▲18 万円 ▲350 万円 ▲3,500 万円 

年間支出（作業委託費） ▲9 万円 － － 

年間純利益（実質（補助金あり）） 100.9 万円 2,206 万円 22,060 万円 

投資回収年数（補助金あり） 約 6.7 年 約 6.5 年 約 6.3 年 

投資回収年数（補助金なし） 約 13.5 年 約 13.1 年 約 12.7 年 
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本プロジェクトにおいては、地域別に上記経済性をシミュレーションできる「脱炭素スマート農地経

済性シミュレーター」を作成し、農業委員会や農業法人にフィードバックした。シミュレーターの作成

に当たっては、全国の米作農業者に対するアンケート調査（2025 年 12 月実施、524 件発送、129 件回

収、回収率 24.6％）を実施し、農機使用の状況、米販売価格の状況などを確認した。 

営農型太陽光発電やスマート農機に対する補助金制度はすでに各種存在し、利用可能である（農林水

産省：みどりの食料システム戦略実現技術普及事業、農山漁村振興交付金（再生可能エネルギー導入促

進対策など）が、上記の経済性シミュレーションによると、仮に補助金がなくとも、資金調達可能なレ

ベルの投資回収年数となっている。ただし、この経済性を獲得するためには、①環境価値単価が 5年お

きに 1円ずつ上昇するという設定が実現すること、②「脱炭素米」であるといったプレミア価値によっ

て米の販売価格が 25000 円/60kg という価格で安定することが必要である（米価が高騰している令和 7

年産の米の卸売価格は 36,493円/60kg。平年の米の卸売価格は 15,000円/60kg。米作事業者アンケート

による生産にあたって稼げる米の適正価格は 31,265 円/60kg（回答数 107件平均））。農家に対する補助

金情報・各種技術情報の提供に加えて、これらの価値を保証するために、脱炭素スマート農地研究会に

よる認証が必要となる。 

 

3. 今後の計画および展望 

 

 2025 年度中に、研究代表者と協働実施者が参画して「脱炭素スマート農地研究会」を一般社団法人化

する。当法人の主たる業務は以下のとおりである。 

第一に、営農型太陽光発電の設備設計と営農方法などに関する情報提供・相談受付事業である。情報提

供を進めるために、千葉の実証事業地における収量調査・作業環境測定調査を継続するとともに、脱炭素

スマート農地研究会メンバーの営農型太陽光発電（山形、福島、神奈川、滋賀、岡山）においても同様の

収量調査・作業環境測定調査を実施する。 

第二に、「脱炭素スマート農地」の認証事業である。「脱炭素スマート農地」とは、農地に備えられた太

陽光パネルによって、その農地で使用するエネルギー量に相当するエネルギー量以上のエネルギーを生

み出し、2030年までに、その農地における化石燃料の使用を実質ゼロにすることを宣言する農地である。

この場合、「農地」とは、農業生産を行う土地を指し、灌漑施設など農業生産のために附帯する施設を含

む。「脱炭素スマート農地」の宣言主体は、当該農地を管理する農業者もしくは農業法人であり、複数の

主体がまとまって宣言することも想定している。化石燃料を水素で代替する場合には、その農地で消費

する水素を生産するために必要な電力量をその農地で生み出すことが要件となる。また、「脱炭素スマー

ト農地」における営農型太陽光発電は、以下の要件を満たす「望ましい営農型太陽光発電」でなければな

らない。第一に、これまでその地域で生育されてきた作物を育てることである。発電量を上げるために、

遮光環境下で生育できる作物や、サカキ・シキミのような観賞用作物に切り替えることは適切ではない。

第二に、十分な日射を確保するために藤棚式もしくはそれに相当する形の営農型太陽光発電設備とする

ことである。野立ての太陽光発電の下部に形ばかりの作付けを行うことは適切ではない。第三に、売電収

入や環境価値の販売収益を、営農のために使用することである。地域外の事業者が、収益を地域外に持ち

出す形は適切ではない。 
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 このような「脱炭素スマート農地」は、地域の農業者もしくは農業団体によって担われることが望まし

い。このため、脱炭素スマート農地の経済性シミュレーターを構築し、地域ごとに、その経済性をシミュ

レーションできるようにした。また、2025 年度の法案作成講座（研究代表者が主催する自主講座）にお

いて、地域の営農計画と整合性が図られる形で、農業者もしくは農業団体が設置する営農型太陽光発電

については、農業用ハウスと同じように農地転用許可をとらなくてもよい形とする「脱炭素スマート農

地推進法案」を作成して公開した。一般社団法人「脱炭素スマート農地研究会（仮）」は、このような法

制度を含め、営農型太陽光発電を促進するための制度化の政策提言主体としても機能することとなる。 

 

4. 計画・実施体制等の妥当性 

4-1. 研究開発実施体制・効率性等 

 研究プロジェクトの運営に当たっては、毎月 1 回オンラインでメンバー全員の会議を行うとともに、

データ収集など個別テーマ別のオンライン会合を開催した。 

 戦略会議の際にプログラムアドバイザーから、「研究会」では事業主体になり得ないという指摘を受け、

一般社団法人化して、その業務内容を具体化することとした。また、必要な投資と管理運営、投資回収の

見通しなどについて容易に判断できるパッケージ作成が必要という指摘をうけて、「脱炭素スマート農地

経済性シミュレーション」を実施することとした。このように、アドバイザーの指摘をうけつつ、より適

切な研究開発体制を構築し研究開発を進めている。 

なお、営農型太陽光発電設備下において GPS 信号を受信して行う自動運転農機が作動しないことが判

明したことは、別の方式での自動運転農機を開発する必要性を明確にする意義があった。このため、営農

型太陽光発電設備下での農業機械の自動運転のためには、GPS信号をつかまえる手法以外の手法を採用す

ること（たとえば、営農型太陽光発電設備の架台にマーキングして自動運転する手法または、一本足形状

の架台等を導入する事により GPS 受信を必須とする農機およびドローン飛行範囲の拡大に繋げる）が必

要であることが示唆される。また、営農型太陽光発電架台を、農地を額縁状に取り囲むように配置し中央

部分を開ける方法も有効ではないかと考えられる。 

 

4-2. プロジェクトの運営・活動 

 プロジェクトにおいて、2024 年 1 月に、脱炭素スマート農地研究会を立ち上げ、法人年会費 1 万円、

個人年会費 3000 円という会費で運営してきた。2025 年 12 月現在、法人会員 10，個人会員 19 となって

いる。会員向けセミナーは、これまで 4回実施し、研究成果の速報などに努めてきた。現在、当研究会の

事務局は、研究代表者が理事長を務める NPO 法人地域持続研究所においているが、この NPO 法人は、

JST/RISTEX の多世代共創領域でのプロジェクトで開発した未来ワークショップ手法の社会実装を目的と

するものであるため、研究会の一般社団法人化を進めることとした。 

 プロジェクトの運営に当たって、農業部門のエネルギー消費量の推計が遅れ、脱炭素スマート農地経

済性シミュレーターの開発が３ヶ月後ろ倒しとなった。シミュレーターの開発のために、米作農家への

アンケート（524通発送、129 通回収、回収率 24.6％）を 2025年 12月に実施し、シミュレーターを最終

報告書に間に合わせることができた。その内容を含めて、農業委員会へのフィードバックが 2026年 1月

上旬発送予定となっており、農業委員会の反応は 2025年 12月時点で未だ確認できていない。 
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その他 

 

1. 2026年 1月以降の追加報告事項 

 

1-1.農業委員会へのフィードバック結果 

 2025年 12月末に全国の農業委員会にフィードバックし、アンケートを行った。回収数 611件、回収率

64％となっている。 

気温の上昇傾向については、回答者の 84.3％が「気温の上昇傾向がみとめられる」としている。上昇

傾向にみとめられるとする回答数（515 件）のうち、一番多い懸念が、作業者の熱中症の危険度増大で

72.4％、品質の低下 67.4%、収穫量の低下 51.3%となっている。気温上昇によって収穫上の懸念を示した

回答者 390件について、特に影響があると考えられる品目を聞いたところ、32.8％が「米」と回答した。

われわれの PJの方向が農業委員会の懸念と合致していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、後継者の確保について、回答者の 88.2％が「必要数確保できていない」と回答した。このよう

に回答があった者（539 件）にその理由を聞いたところ、「十分な収益を確保できないから」が 72.7％、

「農業機械が高価だから」が 57.5％であった。脱炭素スマート農地において安定的な収益が確保できる

といったことが示されれば、農業者の懸念に対して解決策が提供できると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 
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さらに、昨年 6 月に労働安全衛生規則が改定されて、熱中症対策が義務化されている。農業者も対象に

なっているが、回答数 611件の中で、「農業委員会からは特段の対応を行っていない」という回答が 67.3％

となった。 

 

収穫量調査の結果を説明したところ、回答数 611件中、「2年間ではなんとも言えない」が 40.8%、「地

域によっては異なる結果になると思う」35.2%。「作付け品目によって異なる結果になると思う」が 31.3％

という状況であった。2年間ではやっぱり説得力が不十分である。引き続き、千葉で収穫量調査等を継続

するとともに、違う地域において研究会のメンバーに声をかけて、調査も継続していく予定である。この

点については、2026 年度から 3 年間にわたって、環境省環境研究総合推進費に「営農型太陽光発電によ

る食糧生産と脱炭素の両立手法に関する実証研究」（研究代表者倉阪秀史）が採択され、必要な実証費用

が確保できたところである。 

 

次に経済性のシミュレーションを説明したところ、ポジティブな意見も散見されたが、回答数 611 件

中、「売電・環境価値収入がシミュレーションのように確保できないのではないかと思う」34.5％、「営農

型太陽光発電設備設置費用が想定よりも高くなるのではないかと思う」29.8％、「廃棄コストがシミュレ

ーションで勘案されている以上にかかるのではないかと思う」26.4％、「農業法人など農業者が設置主体

になることは、設置に関する知見がないので難しいと思う」23.9％といった疑念を提示する方も多い結果

となった。 
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最後に、農業委員会にたいして「営農型太陽光発電」についての考え方を聞いた。この項目は、2018年、

23 年の 2 回にわたる農業委員会アンケートと同じであった。今回、残念ながら「わざわざ農地の上で太

陽光発電をしなくてもいいと思う」という回答が跳ね上がった(図 6)。これはおそらく最近、営農型のみ

ならず太陽光発電についての否定的な言説が広がっており、それが影響しているのではないかと考えて

いる。今後、できる限り払拭できるように、モデル事例や収穫の事例を積み重ねて、全国での脱炭素スマ

ート農地を展開していきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2.2026年 1 月以降の研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

（1）シンポジウム等 

年月日 名称 主催者 場所 

参

加

人

数 

概要 

2026 年 3

月 2日 

脱炭素スマ

ート農地研

究会公開ウ

ェビナー 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

54

名 

倉阪秀史（千葉大学）「脱炭素スマート農地

研究の成果について」 馬上丈司（千葉エ

コ・エネルギー株式会社）「望ましい営農型

太陽光発電について／脱炭素スマート農地

研究会の今後の展開について」丸山紀子（千

葉大学）「営農型太陽光発電が作物収量に及

ぼす影響について」野田勝二（千葉大学）

「営農型太陽光発電が労働環境に及ぼす影

響について」全体質疑 

 

（2）論文発表 

＜査読あり＞ 

Noriko Maruyama, Mizuki Nozawa, Hironori Tomioka, Koji Tachibana, Takeshi Magami, Hidefumi 

Kurasaka, Masahiro Akimoto, Yuya Fukano “On-farm agrivoltaic impacts on main crop yield: the 

roles of shade avoidance, cultivation practices, and varieties”npj Sustainable Agriculture 

Feb-26 Vol.4 No.12 pp.1-11 https://doi.org/10.1038/s44264-025-00121-w  

https://doi.org/10.1038/s44264-025-00121-w
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野田勝二、石井麻有子、斎藤大翔、伊藤駿平、倉阪秀史、馬上丈司、立花浩司、富岡弘典「遮光率の異な

るソーラーシェアリング下圃場における日中の湿球黒球温度」『農作業研究』第61巻別号1,pp.40-41,2026

年 3月 

＜査読なし＞ 

倉阪秀史、馬上丈司、丸山紀子、野田勝二「ソーラーシェアリングを活用した自立型脱炭素スマート農地

の確立と展開プロジェクト」（特集２／脱炭素スマート農地研究公開ウェビナー）『公共研究』（千葉大学

公共学会）Vol.21,No.1,2026 年 3月 

倉阪秀史「脱炭素スマート農地の推進に関する法律案 : 法案作成講座第 21 期 : 2025 年 12月法案作成

講座」『公共研究』（千葉大学公共学会）Vol.21,No.1,2026 年 3月 

 

（3）新聞報道・投稿 

「営農型太陽光発電(ソーラーシェアリング)で何をどう栽培すべきか？―複数の作物、品種、栽培方法

を初めて検証―」千葉大学ニュースリリース、2026年 2月 4日 

「太陽光パネル、水稲では「日傘」効果で収穫量維持 千葉大学など調査」『日本経済新聞』2026年 2月

9 日 
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2. 研究開発実施体制 

 

2-1. 研究開発実施者 

氏名 フリガナ 所属機関等 所属部署等 
役職 

（身分） 

倉阪 秀史 
クラサカ 

ヒデフミ 
千葉大学 

大学院社会科学 

研究院 
教授 

深野 祐也 
フカノ  

ユウヤ 
千葉大学 

大学院園芸学 

研究科 
准教授 

李 想 リ ソウ 千葉大学 
大学院社会科学 

研究院 
准教授 

野田 勝二 
ノダ  

カツジ 
千葉大学 

環境健康フィールド

科学センター 
助教 

馬上 丈司 
マガミ  

タケシ 
千葉エコ・エネルギー社   取締役会長 

富岡 弘典 
トミオカ 

ヒロノリ 
(株)つなぐファーム   取締役 

王 俊発 
オウ シュ

ンハツ 
千葉大学 

大学院園芸学 

研究科 
技術補佐員 

丸山 紀子 
マルヤマ 

ノリコ 
千葉大学   

大学院園芸学 

研究科 
技術補佐員 

劉 華偉 
リュウ  

カイ 
千葉大学 

大学院社会科学 

研究院 
技術補佐員 

松尾 紘太 
マツオ  

コウタ 
千葉エコ・エネルギー㈱   研究補佐員 

藤谷 拓也 
フジタニ 

タクヤ 
千葉エコ・エネルギー㈱   研究補佐員 

竹内 大将 
タケウチ 

タカマサ 
千葉エコ・エネルギー㈱   研究補佐員 

立花 浩司 
タチバナ 

コウジ 
千葉エコ・エネルギー㈱   研究補佐員 

宇野 海奈美 
ウノ  

マナミ 
千葉エコ・エネルギー㈱  研究補佐員 

萩原 領 
ハギワラ 

リョウ 
(株)つなぐファーム  代表取締役 
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2-2. 研究開発の協力者・関与者 

氏 名 フリガナ 所 属 
役 職 

（身分） 
協力内容 

長光 良平 
ナガミツ  

リョウヘイ 

ヤンマーアグリジャパ

ン株式会社ソリューシ

ョン推進部 

部長 スマート農機の選定と運用の助言 

鬼澤 清二 ｷｻﾞﾜ ｾｲｼﾞ 

ヤンマーアグリジャパ

ン株式会社 

関東甲信越支社アグ

リサポート部 

部長 スマート農機の選定と運用の助言 

杉山 和行 
ｽｷﾞﾔﾏ  

ｶｽﾞﾕｷ 

ヤンマーアグリジャパ

ン株式会社 

関東甲信越支社アグ

リサポート部 

課長 スマート農機の選定と運用の助言 

塩野目 敬章 
シオノメ  

タカアキ 

株式会社ｆａｒｍｏ 営

業部 
部長 

環境データの分析、比較検証のア

ドバイス 

佐々木 貴史 
ササキ  

タカシ 
石橋農園 代表 実証圃場の作業管理 

山本 尚樹 
ヤマモト  

ナオキ 
TN クロス株式会社   実証設備の提供 

魚見 香介 
ウオミ  

コウスケ 

CUCエネルギー株式

会社 
  実証設備の提供 

    
千葉県立流山 

高等学校 
  

ソーラーシェアリング設備を活用し

た教育効果の測定 

加藤 洋一郎 
カトウ  

ヨウイチロウ 

東京大学大学院農学

生命科学研究科  

農学国際専攻 国際

植物資源科学研究室 

 教授 栽培実証の助言 
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3. 研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

3-1. シンポジウム等 

 

年月日 名称 主催者 場所 

参

加

人

数 

概要 

2024 年 1

月 20日 

脱炭素スマ

ート農地研

究会キック

オフウェビ

ナー 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

130

名 

基調講演 末松広行 氏（東京農業大学総

合研究所特命教授, 元農林水産省事務次

官）脱炭素スマート農地研究会の取り組み

報告 倉阪秀史（千葉大学大学院社会科学

研究院教授）営農型太陽光発電の事例報告 

小山田大和 氏（合同会社小田原かなごて

ファーム 代表社員）佐藤 優 氏（株式会

社メカニック 代表取締役）北井久美絵 氏

（一般社団法人中部ソーラーシェアリング

やろまい会 代表理事, 株式会社磐田おお

くすのき農園 代表取締役） 

パネルディスカッション コーディネータ

ー 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株式会

社代表取締役） 

 パネリスト（敬称略）末松広行、倉阪秀

史、小山田大和、佐藤 優、 北井久美絵 

2024 年 8

月 6 日

16:00-

17:30 

脱炭素スマ

ート農地研

究会会員向

け第 1 回セ

ミナー 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

18

名 

「ソーラーシェアリングに関する全国農業

委員会調査結果について」話題提供者 倉

阪秀史(千葉大学大学院社会科学研究院) 

2024 年 11

月 28 日

15:00-

16:30 

脱炭素スマ

ート農地研

究会会員向

け第 2 回セ

ミナー 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

23

名 

「稲作・畑作ソーラーシェアリング設備内

外の作物の生育状況について」話題提供者 

丸山紀子（千葉大学大学院園芸学研究科） 

2025 年 2

月 9 日

14:00-

17:00 

脱炭素スマ

ート農地研

究公開ウェ

ビナー「ソ

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

70

名 

脱炭素スマート農地研究プロジェクトの紹

介（研究代表者：千葉大学大学院社会科学研

究院教授 倉阪秀史）ソーラーシェアリン

グに関する農業委員会調査結果（千葉大学
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ーラーシェ

アリングは

温暖化の適

応策となる

か」 

大学院社会科学研究院教授 倉阪秀史）ソ

ーラーシェアリング内外での収穫量調査結

果から（千葉大学大学院園芸学研究科 丸

山紀子氏）パネルディスカッション 

コーディネーター：千葉エコ・エネルギー株

式会社 馬上丈司氏 パネリスト：倉阪、丸

山、佐藤優氏（株式会社メカニック）、小山

田大和氏（小田原かなごてファーム） 

2025 年 9

月 29 日

16:00 －

17:30 

脱炭素スマ

ート農地研

究会会員向

け 2025 年

度第 1 回セ

ミナー 

 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オン

ライ

ン 

20

名 

「農林水産省における望ましい営農型太陽

光発電に関する政策議論の最新動向」話題

提供者 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株

式会社代表取締役、農水省「望ましい営農型

太陽光発電に関する検討会」委員） 

2025 年 12

月 5 日

16:00 －

17:30 

脱炭素スマ

ート農地研

究会会員向

け 2025 年

度第 2 回セ

ミナー 

 

脱炭素ス

マート農

地研究会 

オ ン

ラ イ

ン 

12

名 

「今年度の営農型太陽光発電における収穫

量調査の速報」話題提供者 丸山紀子（千葉

大学大学院園芸学研究科） 

「営農型太陽光発電下での作業環境測定結

果の速報」話題提供者 野田勝二（千葉大学

環境健康フィールド科学センター） 

 

3-2. 社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 

(1) 書籍、フリーペーパー、DVD 

・倉阪秀史（2023）「脱炭素に向けた再生可能エネルギー活用と地域の対応」日本政策金融公庫総合研究

所編『脱炭素への道を拓く中小企業：最先端の脱炭素ビジネスを追う』第 5章、同友館、総 288p.2023.7.10 

 

(2) ウェブメディアの開設・運営 

・脱炭素スマート農地研究 https://www.de-carbon-farmland.org/ 立ち上げ年月 2023.1.23 

・脱炭素スマート農地プロジェクト Facebook ページ 

https://www.facebook.com/profile.php?id=61553679609584 立ち上げ年月 2023.11.23 

 

(3) 学会（3-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

・ 馬上丈司「営農型太陽光発電の基礎講座」＠「営農型太陽光発電研究会」（一般社団法人 再生可能エ

ネルギー長期安定電源推進協会）, 2023年 7月 20 日, ビジネスエアポート新橋 

・ 馬上丈司「営農型太陽光発電の最新動向と将来展望」＠「山形大学ソーラーシェアリングセミナー」

https://www.de-carbon-farmland.org/
https://www.facebook.com/profile.php?id=61553679609584
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（山形ソーラーシェアリング研究会）, 2023年 7月 23日, 山形大学鶴岡キャンパス 

・ 馬上丈司「エネルギー生産と食料生産、そして農村の未来を考える～営農型太陽光発電を通じて～」

＠「LUC Lecture – Spotlight – 02」（ONE EARTH GUARDIANS）, 2023年 11月 15日, 東京大学弥生

キャンパス 

・ 馬上丈司「アグリ PVの課題と新たな展開」＠「PVTEC 技術交流会」（太陽光発電技術研究組合）, 2023

年 12月 22日, 機会振興会館 

・ 海外研究者視察受け入れ 2024年 3月 29日 Dr. Christine Rosch カールスルーエ工科大学技術

アセスメント・統合分析研究所持続可能なバイオ経済研究部門長 

・ 馬上丈司 全国町村会都市・農村共生社会創造シンポジウム，現場からみた農業の新たな担い手，2024

年 5月 10日，全国町村会館 

・ 馬上丈司 次世代電力ネットワーク研究会検討会，国内における営農型太陽光発電事業の最新動向と

将来展望，2024年 5月 21日，一般財団法人エネルギー総合工学研究所本部 

・ 馬上丈司 千葉市脱炭素先行地域推進コンソーシアム第 2回総会，千葉市内における営農型太陽光発

電事業の導入について，2024年 7月 12日，千葉市役所 

・ 馬上丈司 ちば会議 vol.1，社会科学・政策系大学発ベンチャーの生態，2024 年 7 月 22 日，千葉市

役所 

・ 馬上丈司 日本技術士会 2024年 8月期 農業部会講演会，食料安全保障とエネルギー安全保障の観点

からみる営農型太陽光発電の将来展望，2024年 8月 2日，機械振興会館 

・ 馬上丈司 日本若者協議会 エネルギーの大前提を考え直す！S＋3E＋？公開勉強会，地域におけるエ

ネルギーの取り組み，2024 年 9月 3日，衆議院第一議員会館 

・ 馬上丈司 ソーラーウィーク 2024，農業との太陽光発電の共存から共生へ～次世代の営農型太陽光

発電の可能性～，2024年 11月 12日，一般社団法人太陽光発電協会本部 

・ 馬上丈司 営農型太陽光発電の基礎セミナー第 2回，営農型太陽光発電の最新動向と基礎知識，2024

年 11月 26日，いわき産業創造館 

・ 馬上丈司 第１９回再生可能エネルギーフォーラム，営農型太陽光発電の最新動向と今後の見通し，

2025年 1月 21日，ウェビナー 

・ 倉阪秀史「脱炭素スマート農地研究プロジェクトについて」農業施設セミナー、日比谷ビルコンファ

レンススクエア、2025年 1月 31日 

・ 馬上丈司 国公立不動産○の会 2月勉強会，営農型太陽光発電の最新動向，2025 年 2月 19日 

・ 馬上丈司 TM 研究会第 10 回研究交流会，ソーラーシェアリング/営農型太陽光発電と自然エネルギ

ーを活かした地域づくりの可能性，2025年 2月 25 日，三井住友銀行呉服橋クラブ 

・ 馬上丈司 日本食農連携機構「アグリビジネス最先端情報」～環境配慮（サステナブル）特集～，農

業・農村の脱炭素化を進める営農型太陽光発電の取り組み，2025年 2月 27日，有楽町電気ビル 

・ 馬上丈司 一般社団法人再エネ推進新電力協議会理事会，ソーラーシェアリング/営農型太陽光発電

を取り巻く最新動向について，2025年 3月 5日，ウェビナー 

・ 馬上丈司 財界 21世紀研究会，千葉大学発ベンチャーが提唱するソーラーシェアリング/営農型太陽

光発電とは，2025年 3月 11日，ホテルニューオータニ「翠鳳」 

・ 馬上丈司 プラチナ再生可能エネルギー産業イニシアティブ 勉強会，農山漁村再生可能エネルギー
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マネジメントシステムの確立と営農型太陽光発電の普及について，2025年 3 月 26日，ウェビナー 

・ 馬上丈司、立憲民主党環境エネルギー・農政部会合同会議，営農型太陽光発電による持続可能な農業・

農村の実現に向けて，2025年 4月 2日，参議院議員会館 

・ 馬上丈司、京都大学地域再エネ共同研究キックオフシンポジウム, 営農型太陽光発電による地域農業

と再生可能エネルギー発電事業の共生, 2025年 5月 9日, 京都大学吉田キャンパス 

・ 馬上丈司、第 2回オーガニックライフスタイル EXPO West in 京都 2025, 脱炭素による持続可能性な

農業生産とソーラーシェアリング, 2025年 5月 23 日, みやこメッセ 

・ 馬上丈司、CEO 倶楽部 6 月例会, 『政策を動かして社会を変える』異色の大学発ベンチャーが拓く、

農業とエネルギーの新時代, 2025年 6月 12日, パラッツォドゥカーレ麻布 

・ 馬上丈司、リノベーションまちづくりシンポジウム 2025 , 大学発ベンチャーが作る農業とエネルギ

ーの未来, 2025年 6月 13日, 沼津ラクーン 3階フロア 

・ 馬上丈司、「脱炭素の論点」出版記念シンポジウム, 営農型太陽光発電実践の現場から, 2025年 6月

20日, 事業構想大学院大学 

・ 馬上丈司、第 4回農業電化セミナー, 営農型太陽光発電の現状と課題, 2025 年 7月 2日, ウェビナ

ー 

・ 倉阪秀史、ソーラーシェアリングサミット 2025 夏の陣, 脱炭素スマート農地を目指して, 2025年 7

月 4日, おだわら市民交流センター UMECO 

・ 馬上丈司、ソーラーシェアリングサミット 2025 夏の陣, 食料安全保障の確立と農業・農村振興に向

けたエネルギー自給戦略, 2025年 7月 4日, おだわら市民交流センター UMECO 

・ 馬上丈司、日本太陽エネルギー学会 光化学・バイオマス部会 2025年度シンポジウム, 営農型太陽光

発電の普及拡大に向けた設備設計や営農体制のあり方, 2025年 7月 18日, ウェビナー 

・ 馬上丈司、気候変動適応事業の成功に向けた先進技術と実践アプローチ, 農業分野における気候変動

適応策としての営農型太陽光発電, 2025年 7月 31 日, KPMGコンサルティング株式会社本社 

・ 馬上丈司、一般社団法人太陽光発電協会営農型太陽光発電 TF勉強会, 営農型太陽光発電の普及拡大

に向けた制度や営農のあり方, 2025年 8月 5日, 太陽光発電協会本部 

・ 馬上丈司、地域脱炭素セミナー第 3回, 地域脱炭素における営農型太陽光発電・ソーラーシェアリン

グ, 2025年 8月 22日, ウェビナー 

・ 馬上丈司、営農型太陽光発電とスマート農業に関するセミナー, 営農型太陽光発電の基礎と最新動

向, 2025年 9月 9日, 国立研究開発法人産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所 

・ 馬上丈司、北上市・花巻市議会合同勉強会, 営農型太陽光発電による農業振興と地域脱炭素で持続可

能な未来を創る, 2025年 10月 17日, おでんせプラザ ぐろーぶ 

・ 馬上丈司、一般社団法人北海道農業会議 令和 7年度市町村農業委員会活動強化研修会, 営農型太陽

光発電に取り組む現場から～持続可能な農業・農村を目指して～, 2025年 12月 16日, 北海道第二

水産ビル会議室 A～C 
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3-3. 論文発表 

 

(1) 査読付き（ 1 件） 

●国内誌（ 0 件） 

●国際誌（ 1 件） 

・ Noriko Maruyama, Mizuki Nozawa, Hironori Tomioka, Koji Tachibana, Takeshi Magami, Hidefumi 

Kurasaka, Masahiro Akimoto and Yuya Fukano, On-farm agrivoltaic impacts on main crop yield: 

the roles of shade avoidance, cultivation practices, and varieties, npj Sustainable 

Agriculture volume 4, Article number: 12 (2026) 

 

(2) 査読なし（ 22 件） 

・ 倉阪秀史（2023）「再生可能エネルギーは地域の持続可能性にどのように寄与するのか」『Welfare = 

ウェルフェア』(13) 30-38, 2023.5 

・ 倉阪秀史（2023）「食糧生産システムの持続可能性を考える』（21世紀の新環境政策論 : 人間と地球

のための持続可能な経済とは(第 59回)）『グローバルネット』（地球環境人間フォーラム）(390) 16-

17, 2023-5 

・ 倉阪秀史（2023）「脱炭素社会に向けた政策と地域的な対応 : 中小企業参入の可能性」『日本政策金

融公庫論集』 / 日本政策金融公庫総合研究所 編 (59) 73-100, 2023-05 

・ 馬上丈司（2023）「営農型太陽光発電による再生可能エネルギーを活用した農業生産の電化に関する

展望」『エレクトロヒート』（日本エレクトロヒートセンター）No.250 2023年 7月 

・ 馬上丈司（2023）「営農型太陽光発電の普及に向けた現状と課題」『環境情報科学』（一般社団法人環

境情報科学センター）第 52巻 3号 2023年 9月 

・ 末松広行（2024）「基調講演：ソーラーシェアリングとスマート農業に対する期待」（特集３／脱炭素

スマート農地研究会キックオフウェビナー）『公共研究』第 20巻第 1号、2024 年 3月 31日 

・ 倉阪秀史（2024）「脱炭素スマート農地研究プロジェクトの概要」（特集３／脱炭素スマート農地研究

会キックオフウェビナー）『公共研究』第 20巻第 1号、2024年 3月 31日 

・ 小山田大和（2024）「事例１：小田原かなごてファーム」（特集３／脱炭素スマート農地研究会キック

オフウェビナー）『公共研究』第 20巻第 1号、2024 年 3月 31日 

・ 佐藤優（2024）「事例２：メカニック」（特集３／脱炭素スマート農地研究会キックオフウェビナー）

『公共研究』第 20巻第 1号、2024年 3月 31日 

・ 北井久美絵（2024）「事例３：中部ソーラーシェアリングやろまい会」（特集３／脱炭素スマート農地

研究会キックオフウェビナー）『公共研究』第 20巻第 1号、2024年 3月 31 日 

・ 脱炭素スマート農地研究会（2024）「パネル・ディスカッション」（特集３／脱炭素スマート農地研究

会キックオフウェビナー）『公共研究』第 20巻第 1号、2024年 3月 31日   

・ 倉阪秀史「営農型太陽光発電の課題と可能性」21世紀の新環境政策論 : 人間と地球のための持続可

能な経済とは(第 68回)『グローバルネット』 (408) 16-17, 2024-11 

・ 馬上丈司「国内における営農型太陽光発電の概況」[特集 3 営農型太陽光発電の現状と課題]『公共

研究』21巻 1号、2025.3.31、pp.51-58 
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・ 堀口健治「営農型太陽光発電の新展開」[特集 3 営農型太陽光発電の現状と課題]『公共研究』21巻

1号、2025.3.31、pp.59-68 

・ 丸山康司「営農型再生可能エネルギーの可能性:サステナビリティ・トランジションの手段として」

[特集 3 営農型太陽光発電の現状と課題]『公共研究』21巻 1号、2025.3.31、pp.69-75 

・ 平野勇二郎「再生可能エネルギーを取り巻く近年の状況と営農型太陽光発電」[特集 3 営農型太陽光

発電の現状と課題]『公共研究』21巻 1号、2025.3.31、pp.76-80 

・ 岩崎 茜「"地域の未来”という視点から、誰と、何を考えるのか」[特集 3 営農型太陽光発電の現状

と課題]『公共研究』21巻 1号、2025.3.31、pp.81-84 

・ 「パネル・ディスカッション」[特集 3 営農型太陽光発電の現状と課題]『公共研究』21 巻 1 号、

2025.3.31、pp.85-91 

・ 倉阪秀史「営農型太陽光発電に対する全国農業委員会調査から:2018 年度調査と 2023 年度調査の比

較を通じて」『公共研究』21巻 1号、2025.3.31、pp.398-414 

・ 馬上丈司 営農型太陽光発電による持続可能な農業・農村の確立, 電気設備学会誌, 2025年 6月号, 

2025年 

・ 馬上丈司 営農型太陽光発電の現状と課題, 農業電化, 令和 7年 7月号, 2025 年 

・ 馬上丈司 農業・農村振興に資する真に望ましい営農型太陽光発電とは, 農政調査時報, 第 594号, 

2025年 

 

3-4. 口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 

(1) 招待講演（国内会議 2 件、国際会議 0 件） 

・倉阪秀史「地域からの再エネ革命」全国小水力サミット、大宮ソニックシティ、2024年 11月 1日 

・馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株式会社）、営農型太陽光発電の最新動向、日本土地環境学会、東

洋大学白山キャンパス、2024年 11月 23日 

 

(2) 口頭発表（国内会議 14 件、国際会議  4 件） 

・ 倉阪秀史（2023）「ケア労働（手入れ労働）、資本基盤、ケイパビリティアプローチ」環境経済・政策

学会年次大会＠東海大学湘南キャンパス、2023.10.1-2 

・ Hidefumi Kurasaka, Matsubara Hironao（2023）“An indicator for renewable energy-based local 

economies” ＠ 17th Biennial Conference of the International Society for Ecological 

Economics、Universidad del Magdalena. Santa Marta, Colombia、Oct.26-28,2023 

・ Hidefumi KURASAKA “Current Strategy of Cas-Net Japan, Chiba University and Japan” Near 

Zero Carbon Campus Forum – ASCN 2024 Conference, Tongii University, China, June 3, 2024 

・ 倉阪秀史「営農型太陽光発電に対する全国農業委員会調査から-2018 年度調査と 2023 年度調査の比

較を通じて-」環境科学会、東京大学、2024年 9月 9-10日 

・ 倉阪秀史「市町村の再生可能エネルギー政策に関する隔年調査の結果から」、環境経済・政策学会 2024

年大会、関西大学千里山キャンパス、2024年 9月 14日 

・ 野田勝二、富岡弘典、立花浩司、馬上丈司、倉阪秀史、農業就労に関する大学生の意識、第 82 回日
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本農業教育学会大会、琉球大学、2024年 11月 10日 

・ 科学技術社会論学会 第 23回年次大会 オーガナイズドセッション「営農型太陽光発電の現状と課題」

2024年 12月 1日 東京大学大学院理学系研究科・理学部小柴ホール（東京都文京区本郷 7-3-1） 

オーガナイザー: 立花浩司（千葉エコ・エネルギー株式会社）発表者: 馬上丈司（千葉エコ・エネル

ギー株式会社）、堀口健治（早稲田大学）、丸山康司（名古屋大学）、平野勇二郎（国立環境研究所）、 

岩崎茜（東京大学） 

・ 倉阪秀史（千葉大学）「脱炭素スマート農地研究のねらいと到達点」環境科学会 2025年会オーガナイ

ズドセッション「営農型太陽光発電による食糧生産の持続可能性の確保」2025 年 9 月 4 日、叡啓大

学 

・ 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー）「ソーラーシェアリングをとりまく政策の現状」環境科学会 2025

年会オーガナイズドセッション「営農型太陽光発電による食糧生産の持続可能性の確保」2025年 9月

4日、叡啓大学 

・ 深野祐也、丸山紀子（千葉大学）「ソーラーシェアリングのパネル内外での作物の生育状況の比較）」

環境科学会 2025 年会オーガナイズドセッション「営農型太陽光発電による食糧生産の持続可能性の

確保」2025年 9月 4日、叡啓大学 

・ 李想、劉華偉（千葉大学）「市町村別の食糧生産にかかるエネルギー消費量の推計とソーラーシェア

リングによる自給可能性」環境科学会 2025 年会オーガナイズドセッション「営農型太陽光発電によ

る食糧生産の持続可能性の確保」2025年 9月 4日、叡啓大学 

・ 立花浩司（千葉エコ・エネルギー）「ソーラーシェアリングに関する科学技術社会論からのアプロー

チ」環境科学会 2025 年会オーガナイズドセッション「営農型太陽光発電による食糧生産の持続可能

性の確保」2025年 9月 4日、叡啓大学 

・ 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株式会社），我が国の農業経営における営農型太陽光発電導入のイ

ンパクト、日本農業経営学会，帯広畜産大学，2025 年 9月 14日 

・ 倉阪秀史、営農型太陽光発電に関する農業委員会の見方とその背景について－2018年と 2023年の全

国農業委員会調査を踏まえて－、環境経済・政策学会 2025年大会、武蔵大学、2025年 9月 20日 

・ 丸山紀子、富岡弘典、立花浩司、馬上丈司、倉阪秀史、深野祐也「千葉市の営農型太陽光発電におけ

る水稲，大豆，サツマイモの生育」日本作物学会第 260回講演会、新潟大学、2025年 9月 22日 

・ 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株式会社）、水田設置の小規模営農型太陽光発電事業における発電

事業収支に関する分析、日本太陽エネルギー学会、2025年 11月 2日 

・ Dipendra Dhakal, Hidefumi Kurasaka ”Evolving Solar Sharing in Japanese Agriculture: 

Comparative Insights from the 2018 and 2023 Surveys” ISSAAS 2025, The Vietnam National 

University of Agriculture, Vietnam 2025/11/7 

・ Noriko Maruyama, Hironori Tomioka, Koji Tachibana, Takeshi Magami, Hidefumi Kurasaka, Yuya 

Fukano “On-Farm Agrivoltaics Impacts on Yield of Staple Crops”CANVAS2025, Salt Palace 

Convention Center (Salt lake city, Utah state, USA), 2025/11/11 

 

(3) ポスター発表（国内会議 0 件、国際会議 1 件） 

・  Noriko Maruyama, Hironori Tomioka, Koji Tachibana, Takeshi Magami, Hidefumi Kurasaka, 
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Yuya Fukano“On-farm agrivoltaics impacts on yield of staple crops”CHIBADAI International 

Workshop on Space Agriculture and Horticulture 2025 千葉大学柏の葉キャンパス、2025年 3月

5日 

 

3-5. 新聞／TV 報道・投稿、受賞等 

 

(1) 新聞報道・投稿（ 2 件） 

・「千葉大発ベンチャーの千葉エコ・エネルギー株式会社が大学生 4名を受け入れ、インターンシップ

プログラムを開始【8/27〜9/13のうち 10日間】－2030年 SDGs達成に向けて「農業×再エネ」の知見

を次世代へ提供し、育成－」千葉エコ・エネルギー株式会社、PR Times、2024 年 8月 27日 

・千葉大学が国立大学法人としてはじめて再生可能エネルギーの環境価値のみを購入－千葉市内の水

田の営農型太陽光発電設備で発電した電気の環境価値－、千葉大学、PR Times, 2025年 5月 30日 

 

(2) 受賞（ 2 件） 

・馬上丈司 第 67回『経営者賞』（財界研究所）、2024 年 11月 8日、自然エネルギーによる地域活性化

の取り組みによる表彰 

・馬上丈司 第 13回プラチナ大賞 大賞（個別テーマ賞）、 2025年 11月 5日、 「ウェルビーイングを

育む大木戸モデル：ユニバーサル農業と地域資源循環で築く、持続可能なまちづくりを目指して」千葉エ

コ・エネルギー株式会社/株式会社つなぐファーム 

 

(3) その他（ 5 件） 

・新エネルギー新報 No.306，2024年 7月 20日「農村で農業の工業化と発電事業が両立し、電力多消費

産業が近接 千葉エコ・エネルギー馬上氏に聞く農村の将来像」 

・馬上丈司「高まる期待と懸念 営農用太陽光の現在地」PVeye No.153，2024年 11月 25日 

・新エネルギー新報、No.317，2025 年 2 月 5 日・「千葉エコ・エネルギー馬上代表が「財界」の経営者

賞を受賞 営農型の認知度拡大に期待」 

・ 新エネルギー新報、 2025年 7月 20日号, ◇営農型太陽光発電の現在位置／普及へ政策の土台整う、

具体化支援策の構築に期待 

・ PVeye、 2025年 12月号、潜在需要大の営農用太陽光課題は農業の持続的収益化 

 

3-6. 知財出願 

(1) 国内出願（ 0 件） 

(2) 海外出願（ 0 件） 

 

以上 

 


